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(57)【要約】
【課題】製品コストを抑制するとともに、省スペース化
と発光体の消費電力の低減とを同時に実現できる液晶表
示装置を提供する。
【解決手段】液晶表示パネル２と、前記液晶表示パネル
２の背面側に設けられ、前記液晶表示パネル２に光を照
射する発光体３と、を備えた液晶表示装置１において、
前記発光体３を前記液晶表示パネル２の表示面に対して
平行移動させる駆動装置４を備えるようにした。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液晶表示パネルと、
　前記液晶表示パネルの背面側に設けられ、前記液晶表示パネルに光を照射する発光体と
、を備えた液晶表示装置において、
　前記発光体を前記液晶表示パネルの表示面に対して平行移動させる駆動装置を備えたこ
とを特徴とする液晶表示装置。
【請求項２】
　前記発光体は、所定の周期にて点滅を行うものであって、
　前記駆動装置は、前記発光体を所定の移動範囲で往復させるように駆動するとともに、
当該発光体の往復移動の周期を、前記発光体の点滅周期と異ならせたことを特徴とする請
求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　前記発光体の移動範囲を変更する移動範囲変更手段を備えたことを特徴とする請求項１
又は２に記載の液晶表示装置。
【請求項４】
　前記駆動装置は、前記発光体を所定の移動範囲で往復させるように駆動するとともに、
前記発光体の往復移動における移動折り返し点を、前記液晶表示パネルの表示領域よりも
外側の位置に設定したことを特徴とする請求項１又は２に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
　液晶表示パネルと、
　前記液晶表示パネルの背面側に設けられ、前記液晶表示パネルに光を照射し、所定の周
期にて点滅を行う発光体と、を備えた液晶表示装置において、
　前記発光体を、前記液晶表示パネルの表示面に対して平行移動させるとともに、所定の
移動範囲で往復させるように駆動し、当該発光体の往復移動の周期を、前記発光体の点滅
周期と異ならせて設定した駆動装置と、
　前記発光体の移動範囲を変更する移動範囲変更手段と、を備えたことを特徴とする液晶
表示装置。
【請求項６】
　液晶表示パネルと、
　前記液晶表示パネルの背面側に設けられ、前記液晶表示パネルに光を照射し、所定の周
期にて点滅を行う発光体と、を備えた液晶表示装置において、
　前記発光体を、前記液晶表示パネルの表示面に対して平行移動させるとともに、所定の
移動範囲で往復させるように駆動し、当該発光体の往復移動の周期を、前記発光体の点滅
周期と異ならせ、前記発光体の移動折り返し点を、前記液晶表示パネルの表示領域よりも
外側の位置に設定した駆動装置を備えたことを特徴とする液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示パネルの背面側に設けられ、液晶表示パネルを照射する発光体を設
けた液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の液晶表示装置は、液晶表示パネルの背面側に発光体としての冷陰極管を複数上下
に並べて配置し、この冷陰極管により液晶表示パネルに光を照射して液晶表示パネルの表
示状態を視認できるようにしている。
【０００３】
　また、この種の液晶表示装置の中には、発光素子からの光を１方向のみに照射されるよ
う発光素子の外周を覆う反射鏡を設け、この反射鏡をモータにより角度θの範囲で回転さ
せ、表示パネル全体を照射するようにしたものがある（特許文献１）。
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　かかる液晶表示装置によれば、発光素子の減少が可能であり、製品コストに優れたもの
となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０００－３２１９９３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記特許文献に開示された液晶表示装置では、発光素子による表示パネ
ルの照射範囲を確保するために、表示パネルと発光素子との間隔を十分保たなければなら
ず、大きな奥行きスペースが必要となっていた。また、表示パネルと発光素子との十分な
間隔が必要であることから、表示パネルに照射される光量が弱くなり、必要な光量を満た
すためには、発光素子の輝度を向上させなければならず、発光体の消費電力が大きくなる
という問題もあった。
【０００６】
　本発明の目的は、かかる事情に鑑みてなされたものであり、製品コストを抑制するとと
もに、省スペース化と発光体の消費電力の低減とを同時に実現できる液晶表示装置を提供
することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　以上の課題を解決するため、請求項１に記載の発明は、液晶表示パネルと、
　前記液晶表示パネルの背面側に設けられ、前記液晶表示パネルに光を照射する発光体と
、を備えた液晶表示装置において、
　前記発光体を前記液晶表示パネルの表示面に対して平行移動させる駆動装置を備えたこ
とを特徴とする。
【０００８】
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の発明であって、前記発光体は、所定の周期
にて点滅を行うものであって、
　前記駆動装置は、前記発光体を所定の移動範囲で往復させるように駆動するとともに、
当該発光体の往復移動の周期を、前記発光体の点滅周期と異ならせたことを特徴とする。
【０００９】
　請求項３に記載の発明は、請求項１又は２に記載の発明であって、前記発光体の移動範
囲を変更する移動範囲変更手段を備えたことを特徴とする。
【００１０】
　請求項４に記載の発明は、請求項１又は２に記載の発明であって、前記駆動装置は、前
記発光体を所定の移動範囲で往復させるように駆動するとともに、前記発光体の往復移動
における移動折り返し点を、前記液晶表示パネルの表示領域よりも外側の位置に設定した
ことを特徴とする。
【００１１】
　請求項５に記載の発明は、液晶表示パネルと、
　前記液晶表示パネルの背面側に設けられ、前記液晶表示パネルに光を照射し、所定の周
期にて点滅を行う発光体と、を備えた液晶表示装置において、
　前記発光体を、前記液晶表示パネルの表示面に対して平行移動させるとともに、所定の
移動範囲で往復させるように駆動し、当該発光体の往復移動の周期を、前記発光体の点滅
周期と異ならせて設定した駆動装置と、
前記発光体の移動範囲を変更する移動範囲変更手段と、を備えたことを特徴とする。
【００１２】
　請求項６に記載の発明は、液晶表示パネルと、
　前記液晶表示パネルの背面側に設けられ、前記液晶表示パネルに光を照射し、所定の周



(4) JP 2010-286504 A 2010.12.24

10

20

30

40

50

期にて点滅を行う発光体と、を備えた液晶表示装置において、
　前記発光体を、前記液晶表示パネルの表示面に対して平行移動させるとともに、所定の
移動範囲で往復させるように駆動し、当該発光体の往復移動の周期を、前記発光体の点滅
周期と異ならせ、前記発光体の移動折り返し点を、前記液晶表示パネルの表示領域よりも
外側の位置に設定した駆動装置を備えたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、製品コストを抑制するとともに、省スペース化と発光体の消費電力の
低減とを同時に実現できる液晶表示装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明に係る液晶表示装置の概略図である。
【図２】本発明に係る液晶表示装置の機能ブロック図である。
【図３】本発明に係る発光体の点滅周期及び動作周期を示すタイミングチャートを表す図
である。
【図４】本発明に係る変形例１における液晶表示装置の概略図である。
【図５】本発明に係る変形例２における液晶表示装置の概略図である。
【図６】本発明に係る変形例３における液晶表示装置の概略図である。
【図７】本発明に係る変形例４における液晶表示装置の概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、図面を参照して、この発明の実施形態について説明する。図１は、本発明の液晶
表示装置１を概略的に表した概略図である。なお、図１（ａ）は、液晶表示装置１の背面
を表した背面図であり、図１（ｂ）は、液晶表示装置１の左側面を表した側面図である。
【００１６】
　図１に示すように、液晶表示装置１は、液晶表示パネル２と、この液晶表示パネル２の
背面側に配置された発光体３と、この発光体３を上下方向に移動させる駆動装置４とを備
えている。
【００１７】
　液晶表示パネル２は、背面から光が照射されることにより表示状態が視認容易となる公
知の液晶表示パネルが用いられている。
【００１８】
　発光体３は、液晶表示パネル２の背面側に１つ配置されている。この発光体３は、例え
ば、冷陰極管によって構成され、後述するインバータ回路３００によってその点滅が制御
されている。また、発光体３は、その軸方向が液晶表示パネル２に平行して水平方向に沿
うように配置されている。また、この発光体３の両端には、ギヤ３ａ、３ｂが設けられて
おり、それぞれ駆動装置４に支持されている。そして、この発光体３にて液晶表示パネル
２の背面側より光を照射させることにより、液晶表示パネル２の表示状態を視認容易にし
ている。
　なお、特に図示はしないが、液晶表示パネル２と発光体３との間には、発光体からの光
を拡散させる拡散シートが介在している。
【００１９】
　駆動装置４は、左右一対の駆動部４ａ、４ｂを備えている。駆動部４ａ、４ｂは、それ
ぞれ、駆動モータ５ａ、５ｂと、駆動ベルト６ａ、６ｂと、ベルト収容部７ａ、７ｂと、
固定ベルト８ａ、８ｂを備えている。
　駆動モータ５ａ、５ｂは、駆動部４ａ、４ｂの上端に配置され、駆動ベルト６ａ、６ｂ
を上下方向へ移動させるものであり、可動電磁石に電流を流すことにより磁極を変化させ
ることが可能なリニアモータによって構成されている。
　駆動ベルト６ａ、６ｂは、液晶表示パネル２の表示面に対して平行かつ上下方向に延設
されている。そして、駆動ベルト６ａ、６ｂはＮ極及びＳ極の磁性体が上下方向に交互に
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配置された可撓性のベルトによって構成されている。また、駆動ベルト６ａ、６ｂには、
ギア３ａ、３ｂと噛合する歯９が前方へ向けて上下方向に等間隔にて配置されている。
　駆動モータ５ａ、５ｂは、上方向への駆動ベルト６ａ、６ｂの余剰分を内部にて巻回し
て収容する収容部を備えている。
　ベルト収容部７ａ、７ｂは、駆動部４ａ、４ｂの下端に配置され、駆動ベルト６ａ、６
ｂを駆動モータ５ａ、５ｂとともに支持するものである。また、ベルト収容部７ａ、７ｂ
は、下方向への駆動ベルト６ａ、６ｂの余剰分を内部にて巻回して収容可能に構成されて
いる。
　従って、駆動ベルト６ａ、６ｂは、駆動モータ５ａ、５ｂにおける磁極の変化により、
上下移動自在に駆動されるようになっている。
　固定ベルト８ａ、８ｂは、駆動ベルト６ａ、６ｂに対向して配置され、液晶表示パネル
２の表示面に対して平行かつ上下方向に延設されるように、図示しない固定部にて固着さ
れている。そして、固定ベルト８ａ、８ｂには、ギヤ３ａ、３ｂと噛合する歯１０が後方
へ向けて上下方向に等間隔にて配置されている。
　そして、駆動ベルト６ａ、６ｂの歯９と固定ベルト８ａ、８ｂの歯１０とが、発光体３
のギヤ３ａ、３ｂと噛合し、駆動ベルト６ａ、６ｂを上下方向へ移動させることによって
、ギヤ３ａ、３ｂを回転させながら上下方向へ移動させる。これにより、発光体３は液晶
表示パネル２の表示面に対して平行に上下移動されることとなる。
【００２０】
　以上のように構成される駆動装置４は、駆動モータ５ａ、５ｂにて駆動ベルト６ａ、６
ｂを駆動させることにより、発光体３を上移動折り返し点Ａ－下移動折り返し点Ｂの範囲
で連続して往復移動させる。この場合、駆動装置４は、上移動折り返し点Ａ及び下移動折
り返し点Ｂの位置にてその移動方向を転換させるようにしている。
　ここで、上移動折り返し点Ａ及び下移動折り返し点Ｂは、液晶表示パネル２と奥行き方
向に重合しない位置、すなわち、液晶表示パネル２の表示領域よりも外側の位置となって
いる。これは、発光体３の往復運動において、発光体３は移動折り返し点での発光体３の
滞在時間が他の位置よりも長いことを考慮して構成されたものである。なお、図１中、破
線で表されたＬＡ、ＬＢ、ＬＤはそれぞれ、発光体３がＡ、Ｂ、Ｄの位置にあった場合を
仮想的に表したものである。
【００２１】
　また、表示画面サイズの変更に応じて、表示領域の明暗箇所を明確に分けるべく、発光
体３の往復移動範囲をＣ－Ｄに変更することも可能である。換言すれば、発光体３の往復
運動における移動折り返し点を、上移動折り返し点Ｃ及び下移動折り返し点Ｄに変更する
ことが可能である。例えば、液晶表示パネル２の表示画面サイズが変更され、上下端部の
所定範囲を表示しない場合に、発光体３の往復移動範囲をＣ－Ｄに変更する。往復移動範
囲の変更は、後述するように、液晶表示装置１の制御を行う主制御部１００によって制御
される。
【００２２】
　次に、以上のような構成を有する液晶表示装置１の機能について説明する。図２は、液
晶表示装置１の機能ブロック図である。
【００２３】
　図２に示すように、液晶表示装置１は、主制御部１００、表示制御部２００、インバー
タ回路３００、センサ４００、モータ駆動回路５００を備えている。
【００２４】
　主制御部１００は、液晶表示パネル２に所定の表示を行わせるために表示制御部２００
に対して所定のコマンドを送る。また、主制御部１００は、発光体３に対して所定の点滅
を行わせるためにインバータ回路３００へ所定の信号を送信する。また、主制御部１００
は、センサ４００からの検出信号に応じて、駆動モータ５ａ、５ｂに対して所定の駆動を
行わせるために、モータ駆動回路５００へ所定の信号を送信する。
【００２５】
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　表示制御部２００は、主制御部１００からのコマンドに応じて、液晶表示パネル２に所
定の画像を表示するための画像信号を生成し、液晶表示パネル２へ送信するものである。
【００２６】
　インバータ回路３００は、主制御部１００からの信号に応じて、発光体３が所定の周期
にて点滅するように、発光体３へ所定周期のパルス信号を与えるものである。
　本実施形態では、インバータ回路３００は、図３（ａ）に示すように、発光体３が１／
５０秒を１周期として点滅動作を連続して繰り返されるように、発光体３を駆動制御する
ように構成されている。
【００２７】
　センサ４００は、例えば、フォトセンサによって構成されており、発光体３の位置を検
出し、その検出信号を主制御部１００に与えるものである。
　本実施形態では、センサ４００は、発光体３が図１に示すＡ～Ｄの位置となったことを
それぞれ検出可能に構成されている。
【００２８】
　モータ駆動回路５００は、主制御部１００からの信号に応じて、駆動モータ５ａ、５ｂ
へ駆動信号を与えることによって駆動モータ５ａ、５ｂを駆動させるものである。
【００２９】
　以上のように構成された液晶表示装置１において、主制御部１００は、センサ４００か
らの検出信号に基づいて発光体３の移動方向が転換されるようにモータ駆動回路５００へ
所定の信号を送信する。その結果、駆動モータ５ａ、５ｂは、モータ駆動回路５００より
駆動信号が与えられることにより駆動され、これに伴い、発光体３がＡ－ＢあるいはＣ－
Ｄの範囲で移動する。
　ここで、主制御部１００は、表示画面サイズの変更を検出したときには、発光体３の往
復移動範囲をＡ－ＢからＣ－Ｄに、あるいは、Ｃ－ＤからＡ－Ｂに変更されるように、モ
ータ駆動回路５００へ信号を送信する。
【００３０】
　このように、主制御部１００は、発光体の移動範囲を変更する移動範囲変更手段を構成
する。
【００３１】
　次に、以上のような構成を有する液晶表示装置１における、発光体３の点滅動作及び駆
動装置４による発光体３の往復移動動作について説明する。図３は、発光体３の点滅周期
及び動作周期を示すタイミングチャートを表す図である。
【００３２】
　図３の（ａ）に示すように、発光体３は、インバータ回路３００によって１／５０秒を
１周期として点灯及び消灯が行われ、この動作が連続して繰り返される。すなわち、発光
体３は、１秒間に５０回の点滅動作を行う。具体的には、発光体３は、１／５０秒のうち
の８／１０の時間点灯された後、残りの２／１０の時間消灯される。
【００３３】
　一方、図３の（ｂ）に示すように、駆動装置４は１／４２秒を１周期として発光体３を
Ａ－Ｂの範囲で往復移動させ、この動作が連続して繰り返される。すなわち、駆動装置４
は、１秒間に４２回の往復動作を行う。具体的には、駆動装置４は、Ａに位置する発光体
３をＢへ移動させた後、発光体３がＢに到達したときに、発光体３の移動方向を反転させ
る。そして、駆動装置４は、発光体３をＢの位置からＡへ向けて移動させ、Ａの位置へ到
達させる。その後、駆動装置４は、この動作を連続して繰り返し実行する。すなわち、駆
動装置４は、１／４２秒間で、発光体３をＡの位置からＢへ移動させ、再びＡへ到達する
ように移動させ、この動作を連続して繰り返し実行するようにしている。
【００３４】
　ここで、発光体３の点滅周期が１／５０秒、発光体の往復移動周期が１／４２秒となっ
ており、１秒になるまで互いの動作が同期することがほとんどない。従って、発光体３の
位置と発光体３が消灯するタイミングとが毎回異なるため、発光体３が決まった位置で消
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灯することがなく、いわゆる輝度ムラが生じるのを防止している。
【００３５】
　以上説明したように、本発明の実施形態によれば、液晶表示パネル２の背面側に設けら
れた発光体３は、駆動装置４により平行移動される。これにより、発光体３による液晶表
示パネル２の照射範囲を広くカバーできるので、発光体３の数を少なくすることができ、
製造コストを抑制することができる。また、発光体３は、液晶表示パネル２の背面に対し
て近接して設けることができるので、小さい発光輝度で十分な光量を得ることができると
ともに、省スペース化が図れるようになる。
【００３６】
　また、本発明の実施形態によれば、発光体３の点滅周期と発光体３の往復移動の周期と
が同期しないので、液晶表示パネル２において特定の箇所のみが明るくなるような、いわ
ゆる輝度ムラが抑制できる。
【００３７】
　また、本発明の実施形態によれば、液晶表示パネル２の照射範囲を変更できるので、明
暗箇所を発光体３によって明確に分けることができ、コントラスト比が向上し、高画質化
が図れるようになる。
【００３８】
　また、本発明の実施形態によれば、発光体３を往復移動させるとともに、発光体３の往
復移動における移動折り返し点を、前記液晶表示パネル２の表示領域よりも外側の位置に
設定したことにより、液晶表示パネル２の表示領域において、折り返し点における発光体
の滞在時間が他の位置よりも長くなることによる輝度ムラの発生を抑制することができる
。
【００３９】
　ここで、本発明に適用可能な変形例について図４～７を用いて説明する。なお、上述し
た実施形態と共通する構成については符号を共通にし、その説明を省略する。
【００４０】
　（変形例１）
　変形例１では、図４に示すように、発光体３を上下に２つ、所定間隔をあけて配置して
いる。そして、駆動装置２４は、駆動モータ５ａ、５ｂにより駆動ベルト６ａ、６ｂを上
下に移動させると、上下の発光体３がその間隔を保ちながら上下移動される。
【００４１】
　（変形例２）
　変形例２では、図５に示すように、液晶表示装置３１の発光体３の両端には、ギヤ孔が
上下方向に穿設されたギヤ部材３３ａ、３３ｂが設けられており、それぞれ駆動装置３４
に支持されている。
　また、駆動装置３４は、左右一対の駆動部３４ａ、３４ｂを備えている。そして、駆動
部３４ａ、３４ｂは、それぞれ、駆動モータ３５ａ、３５ｂと、駆動軸３６ａ、３６ｂと
、駆動軸支部３７ａ、３７ｂとを備えている。
　駆動モータ３５ａ、３５ｂは、駆動軸３６ａ、３６ｂを回転駆動させるものであり、パ
ルスが印加されることにより回転するステッピングモータによって構成されている。
　駆動軸３６ａ、３６ｂは、液晶表示パネル２の表示面に対して平行かつ上下方向に延設
されている。そして、駆動軸３６ａ、３６ｂは、凹凸が螺旋状に形成されたウォームギア
によって構成され、ギヤ部材３３ａ、３３ｂのギヤ孔を貫通し、駆動モータ３５ａ、３５
ｂ及び駆動軸支部３７ａ、３７ｂによって回動可能に軸支されている。
　以上のように構成されているので、駆動軸３６ａ、３６ｂは、駆動モータ３５ａ、３５
ｂの回転に伴い、駆動モータ３５ａ、３５ｂ及び駆動軸支部３７ａ、３７ｂに軸支されな
がら回動する。
　ここで、ギヤ部材３３ａ、３３ｂのギヤ孔の内周には、駆動軸３６ａ、３６ｂの螺旋凹
部に嵌合する嵌合突部が形成されており、この嵌合突部の作用により、駆動軸３６ａ、３
６ｂが回動すると、その回動方向に応じてギヤ部材３３ａ、３３ｂが上下方向に変位する
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。よって、発光体３は、ギヤ部材３３ａ、３３ｂの上下方向への移動に伴って上下移動さ
れる。
【００４２】
　（変形例３）
　変形例３では、図６に示すように、液晶表示装置４１の発光体３の両端には、ガイド孔
が鉛直方向に穿設されたガイド部材４３ａ、４３ｂが一体的に設けられており、それぞれ
駆動装置４４に支持されている。
　また、駆動装置４４は、左右一対の駆動部４４ａ、４４ｂから構成されている。そして
、駆動部４４ａ、４４ｂは、それぞれ、駆動モータ部４５ａ、４５ｂと、ガイド軸４６ａ
、４６ｂと、駆動ベルト４６ａ１、４６ｂ１と、ローラ部４７ａ、４７ｂとから構成され
ている。
　駆動モータ部４５ａ、４５ｂは、駆動ベルト４６ａ１、４６ｂ１を上下方向へ周回させ
るものである。具体的には、駆動モータ部４５ａ、４５ｂの内部に、上述したステッピン
グモータによって正反転可能な駆動ローラが設けられ、当該駆動ローラを介して、駆動ベ
ルト４６ａ１、４６ｂ１に周回方向の駆動力が伝達されるようになっている。
　ローラ部４７ａ、４７ｂは、内部に図示しない従動ローラが配置されている。
　ガイド軸４６ａ、４６ｂは、液晶表示パネル２の表示面に対して平行かつ上下方向に延
設されている。そして、ガイド軸４６ａ、４６ｂは、ガイド部材４３ａ、４３ｂのガイド
孔を貫通し、上下端がそれぞれ駆動モータ部４５ａ、４５ｂ及びローラ部４７ａ、４７ｂ
によって支持されている。
　駆動ベルト４６ａ１、４６ｂ１は、ループ状に形成され、ガイド軸４６ａ、４６ｂに沿
って上下方向に延設されている。そして、駆動ベルト４６ａ１、４６ｂ１には、それぞれ
、所定箇所にガイド部材４３ａ、４３ｂが取り付けられている。また、駆動ベルト４６ａ
１、４６ｂ１は、駆動モータ部４５ａ、４５ｂの駆動ローラ及びローラ部４７ａ、４７ｂ
の従動ローラに掛け渡されて設けられている。
　以上のように構成されているので、駆動ベルト４６ａ１、４６ｂ１は、駆動モータ部４
５ａ、４５ｂの駆動ローラを回転させることにより、正反転可能に周回駆動されるように
なっている。そして、駆動ベルト４６ａ１、４６ｂ１の周回駆動に応じて、ガイド部材４
３ａ、４３ｂがガイド軸４６ａ、４６ｂにガイドされながら上下方向へ移動される。よっ
て、発光体３は、駆動ベルト４６ａ１、４６ｂ１の正反転周回駆動に伴って上下移動され
る。
　なお、ここで、駆動モータ部４５ａ、４５ｂの駆動モータを正反転駆動することにより
、駆動ローラを正反転させ、その結果として発光体３を上下移動させるようにしたが、駆
動モータと駆動ローラとの間にギヤを介在させて、駆動モータを一方向のみ回転させ、発
光体３の移動方向に応じてギヤを変更することにより、駆動ローラの周回方向を変更する
ようにして、発光体３の上下方向を転換させるようにしてもよい。
【００４３】
　（変形例４）
　変形例４では、図７に示すように、液晶表示装置５１の発光体３の両端には、掛止部５
３ａ、５３ｂが一体に設けられており、それぞれ駆動装置５４に支持されている。
　また、駆動装置５４は、左右一対の駆動部５４ａ、５４ｂを備えている。そして、駆動
部５４ａ、５４ｂは、それぞれ、駆動モータ５５ａ、５５ｂと、駆動ベルト５６ａ、５６
ｂと、ローラ５７ａ、５７ｂとを備えている。
　駆動モータ５５ａ、５５ｂは、駆動ベルト５６ａ、５６ｂを上下方向へ周回させるもの
である。具体的には、駆動モータ５５ａ、５５ｂは時計回転方向へ常時回転する駆動ロー
ラを備えており、当該駆動ローラを介して駆動ベルト５６ａ、５６ｂに駆動力が伝達され
るようになっている。
　駆動ベルト５６ａ、５６ｂは、ループ状に形成され、液晶表示パネル２の表示面に対し
て平行かつ上下方向に延設されている。そして、駆動ベルト５６ａ、５６ｂには、それぞ
れ、所定箇所に掛止部５３ａ、５３ｂが取り付けられている。また、駆動ベルト５６ａ、
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５６ｂは、駆動モータ５５ａ、５５ｂの駆動ローラ及び従動ローラ５７ａ、５７ｂに掛け
渡されて設けられている。
　以上のように構成されているので、駆動ベルト５６ａ、５６ｂは、駆動モータ５５ａ、
５５ｂを回転させることにより、時計回転方向に周回駆動されるようになっている。そし
て、駆動ベルト５６ａ、５６ｂの周回駆動に応じて、掛止部５３ａ、５３ｂが駆動ベルト
５６ａ、５６ｂと一体となって周回する。よって、発光体３は、駆動ベルト５６ａ、５６
ｂの周回駆動に伴って一定の軌道上を周回するとともに、液晶表示パネル２の背面に沿っ
て平行移動する。
【００４４】
　なお、以上の実施形態において、駆動装置として、リニアモータやステッピングモータ
を用いたが、他にも、発光体を液晶表示パネルに対して平行に移動させることができるも
のであれば、何れのものでも適用が可能である。
【００４５】
　また、以上の実施形態において、発光体を上下方向へ移動させるようにしたが、左右方
向へ移動させる形態としてもよい。
【００４６】
　また、以上の実施形態において、発光体の往復移動の周期と、発光体の点滅周期とを異
ならせて設定したが、発光体の往復移動の周期及び発光体の点滅周期はそれぞれ任意に設
定してもよい。この場合にも、発光体の往復移動の周期と、発光体の点滅周期とを異なら
せるのが好ましい。
【００４７】
　また、以上の実施形態において、発光体の移動範囲を変更可能に構成したが、発光体の
移動範囲を変更不能に構成してもよい。
【００４８】
　また、以上の実施形態において、発光体の往復移動における移動折り返し点を、液晶表
示パネルの表示領域よりも外側の位置に設定したが、液晶表示パネルの表示領域に重合す
る位置に設定してしてもよい。
【００４９】
　また、以上の実施形態において、発光体からの光を全て前方へ向けるために、発光体の
後側に反射板を設けたり、あるいは発光体の後側を凹状の反射鏡等により被覆したりして
、後方への光のロスを抑制するのが好ましい。
【００５０】
　また、以上の実施形態において、発光体として冷陰極管を用いて説明した、ＬＥＤを水
平方向に複数並べて配置したもの等、液晶表示パネルの背面側から光を照射可能なもので
あれば何れも適用可能である。
【符号の説明】
【００５１】
１　液晶表示装置
２　液晶表示パネル
３　発光体
３ａ、３ｂ　ギヤ
４　駆動装置
４ａ、４ｂ　駆動部
５ａ、５ｂ　駆動モータ
６ａ、６ｂ　駆動ベルト
７ａ、７ｂ　ベルト収容部
８ａ、８ｂ　固定ベルト
９、１０　歯
２１　液晶表示装置
２４　駆動装置
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３１　液晶表示装置
３３ａ、３３ｂ　ギヤ部材
３４　駆動装置
３４ａ、３４ｂ　駆動部
３５ａ、３５ｂ　駆動モータ
３６ａ、３６ｂ　駆動軸
３７ａ、３７ｂ　駆動軸支部
４１　液晶表示装置
４３ａ、４３ｂ　ガイド部材
４４　駆動装置
４４ａ、４４ｂ　駆動部
４５ａ、４５ｂ　駆動モータ部
４６ａ、４６ｂ　ガイド軸
４６ａ１、４６ｂ１　駆動ベルト
４７ａ、４７ｂ　ローラ部
５１　液晶表示装置
５３ａ、５３ｂ　掛止部
５４　駆動装置
５４ａ、５４ｂ　駆動部
５５ａ、５５ｂ　駆動モータ
５６ａ、５６ｂ　駆動ベルト
５７ａ、５７ｂ　ローラ
１００　主制御部
２００　表示制御部
３００　インバータ回路
４００　センサ
５００　モータ駆動回路
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